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中野市勤労者住宅建設資金融資利子補給金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、勤労者の住宅建設を奨励するため、長野県労働金庫から住宅建設資金の融

資を受けて住宅を取得した勤労者に対し、予算の範囲内で利子補給金を交付することについて、

中野市補助金等交付規則（平成30年中野市規則第10号。以下「規則」という。）に定めるもの

のほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「勤労者」とは、職業の種類を問わず、事業主に雇用される者をいう。 

 （成果の指標） 

第３条 当該補助事業に係る規則第19条第３項に規定する指標は、住宅を取得した勤労者の増と

する。 

（交付対象者） 

第４条 利子補給金の交付を受けることができる者（以下「交付対象者」という。）は、長野県

労働金庫から融資を受けて自ら居住する住宅（延べ面積155平方メートル以下のものに限

る。）を市内に新築した者又は新築後１年を経過しない住宅を購入した者とする。 

（利子補給金の額） 

第５条 利子補給金の額は、交付対象者が住宅を建設又は購入するため長野県労働金庫から融資

を受けた額（融資総額が１人について200万円を超えるときは200万円とする。）に対し、融資

を受けた日から３年間に発生する利子総額に相当する額の10分の２以内の額とする。 

（利子補給金の交付申請及び実績報告） 

第６条 規則第３条の申請書及び規則第10条の実績報告書は、中野市勤労者住宅建設資金融資利

子補給金交付申請書兼実績報告書（様式第１号）よるものとし、次に掲げる書類を添えなけれ

ばならない。 

⑴ 住宅建設資金貸付証明書（様式第２号） 

⑵ 融資金償還表（様式第３号） 

⑶ 建築基準法（昭和25年法律第201号）第６条第４項に規定する建築確認通知書の写し及び

設計図の写し。ただし、購入にあっては購入を証するもの 

２ 前項の申請は、住宅を新築又は購入した翌年の１月31日までに行うものとする。 

（補助金交付の請求） 

第７条 規則第13条の規定による交付請求は、中野市勤労者住宅建設資金融資利子補給金交付請

求書（様式第４号）により行うものとする。 

（届出の義務） 

第８条 利子補給金の交付を受けた者は、融資を受けた日から３年以内に利子補給金の交付対象

となった融資又は住宅について、次の各号のいずれかに該当する事態が生じたときは、遅滞な

くその内容を市長に届け出なければならない。 

⑴ 融資を受けた日から３年以内に支払う利子総額等が、交付申請書の記載と異なることと

なったとき。 
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⑵ 住宅を第三者に譲渡したとき。 

⑶ 住宅を滅失したとき。 

 （交付決定の取消し及び交付額の変更） 

第９条 市長は、前条に規定する届出がされたときは、直ちに内容を調査し、必要に応じ、利子

補給金の交付取消し又は利子補給金交付額の変更の措置を講じなければならない。 

 （その他） 

第10条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 


